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の就業行動に影響を与えていると考えられる。 本稿では、 (財)家計経済研究所が実施した 『消



















の非核構成員の有業率はより高い。(第 1 の法則) 
2.  核収入が一定の家計群について、非核構成員の就業機会における賃金率のより高い
家計群では非核構成員の有業率がより高い。(第 2 の法則) 
3.  核構成員にあたる壮年男子層の有業率はその就業機会の賃金率に対して不感応的で
ある。(第 3 の法則) 
 
  『ダグラス＝有澤法則』は、 “人員単位”の労働供給の変化を分析する際の、賃金の観測の



































3  実際に、小尾(1969)が提示していることは、A型家計の妻の観測される雇用就業確率が家計の所得水準と  わが国では初めての試みである(財)家計経済研究所のパネルデータが整備されると、小原
(2001)は２時点(93-96 年)を比較し、 夫婦の所得水準や妻の就業行動によって分類された家計
の subgroup 間において所得格差が広がっていること、さらに夫の所得水準の高さと妻の就


















































な既婚女性の就業行動には個々人の異質性が影響を与えているとする仮説を提示する6。   
  本稿の主な目的は、以上の先行研究の結果を踏まえ、既婚女性の就業決定に与える配偶者
所得効果および既婚女性の就業状態の持続性について議論した武内(2004)の問題点に触
れ、 今後の課題を考察することにある。 続く２節で、 女性の時系列的な就業行動を概観し、 ３
節で使用するデータ及び変数に関する説明を行い。４節で分析モデルを説明する。５節は分
析結果を提示し、先行研究との結果の相違について考察する。６節で研究結果を総括し、本
                                                  





の所得が予測(期待)できる場合、通常恒常所得(permanent or predicted income)の負の効果より弱まるとさ
れる。樋口(1991)や行武・大橋(2004)では、Mincer(1962)の労働供給モデルについて丁寧な叙述がなされて
いる。Cain(1966)によれば、変動所得の負の効果が恒常所得効果を上回ったMincer(1962)の分析結果は、変
動所得を“weeks worked by the husband”とし、変動所得が夫の失業の効果を検証した為であるとする。 研究において十分に対処できなかった課題をまとめる。 
 










図表１から図表 3 は、調査第５年度(97 年)の過去に遡って就業行動を尋ねている設問を利
用し、80 年代に 19 歳から 30 歳で結婚した既婚女性を対象に結婚前年度から概ね 90 年代に
かけての既婚後の就業行動を集計した7。 このような分析を行う目的は、 本稿で行うパネル分
析だけでは、女性の時系列的な就業行動の特徴を捉えきれない為である。 





ことになる。一方、既婚後 3 年以内に離職した者の内平均約 40～60％(平均 53.8%)が結婚
10 年目でも無業を継続することになる。既婚後の 10 年間一貫して就業を継続している者
は、約 21％であり、既婚後 3 年以内に無業になり、その後 10 年目まで継続して無業の者は
約 38％である。つまり、少なくとも双方計約 60％の女性の既婚後 10 年目の就業行動は、結
婚から 3 年以内の判断と連動(同値)しており、就業か無業のいずれかに分化していることに
なる。一方、既婚後 3 年以内にいったん離職経験した者の内半数近くは、10 年以内に再び就
                                                  













クロスセクションでみた就業確率は図表 3 の通りである。結婚前年度の就業者 100％に対
し就業確率は低下するが、 既婚後５年目の約 34％を下限に就業確率がなだらかに上昇するの
は、図表 1 に見られるように、再就業をし、比較的継続就業をする女性が増えてくることを
反映していると思われる。就業確率は、既婚後 10 年目で約 48％まで回復する9。他方、正規










関するパネル調査』の 1993 年から 1998 年の 6 年間の個票である。この調査は、初年度 93







                                                  
8  図表３の作成は、既婚後年数 10 年以上が経過して再就業しているサンプルを含めている。 
9 10 年目(1 時点)で無業である者の内、 11 年目以降の就業行動が観察できる者の約 63％はその後の観察期間
(平均 3.2 年)を通じて無業であり、残りの 37%は 10 年目以降に再就業している。なお、別途統計をとってい
るが全体としては、未婚時の経験年数と既婚後の就業年数に明確な関連は見られなかった。 ２節で示された通り妻の就業決定は、 長期的な視野で行われているか、 または過去(前年度)
と同じような傾向を持つ可能性が高いと思われる。このような傾向は前期の被説明変数を当












分析は実質 5 年間のデータ期間によりおこなう。 
 
4.モデル 
この節では、Random-effect probit、Fixed-effect logit モデルを使用したパネル分析を行
う。分析の主眼である、夫の所得値として使用する変数は前述のとおりであるが、長期所得
(long-run または permanent income)を Pincome、使用する長期所得から現在所得の差分で
ある変動所得(transitory income)を Tincome とし、武内(2004)では、長期所得を 3 年間とし
たが、ここでは 5 年間として推計結果を検証する。各モデルは下記のようになる。 
 
4.1  Random-effect probit モデル 
    確率変数とされる個別効果Random effectsνiについて、正規分布N～(0, )を仮定する
2
ν σ






げられる。Shaw(1994)の分析対象は、25 歳から 64 歳の女性であり、87 年までの 21 年間のパネルデータが
使用されている。一方、Hyslop(1999)では、17 歳から 65 歳を対象とした 7 年間のパネルデータが使用され
る。動学モデルによるfixed-effectモデルの推計では十分な観察期間が必要だと思われる。 
11  就業経験年数が内生性の問題を含有する点については、Heckman and Macurdy (1980)及びKorenman 
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  4.2  Fixed-effect logit モデル 
下記のとおり、 Fixed-effect logitモデルにおいては13、 誤差項に含まれる個別効果を it α 、 真
の攪乱部分を it ε とし、 it α と it ε は互いに独立とする。Fixed-effectモデルでは個別効果 it α は
時点を通じて一定であり、かつ少なくとも一つの説明変数と相関すると仮定される。 
 
it i it it i it t it h it it Tincome Hincome X y ε α μ ε α β β β + = + + + + = :




                                                  
12  武内(2004)の分析では、 積分点の数を固定した上で、 予測値が実質値に近くなるようにモデルが設定され
ている。ただし、random-effectモデルについて「志向」を変数として使用した分析は、 「志向」が個別効果
と相関しないという強い仮定を強いていることになる。 
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Fixed-effect  logit モデルについては、 条件付尤度関数を平易に記述すると下記のとなり、 こ
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 樋 口 (2001)は、わが国で初めてパネルデータを用いて３年間の長期（恒常）所得と変動所
得を変数として使用した既婚女性の就業決定に関する実証分析をおこなった。その結果、長期 （恒常） 所得水準が有意であるにもかかわらず、 変動部分は有意でないことが見出される。
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 図表５  推計結果 
被説明変数：就業＝１,無業＝０ 係数 限界効果 P値
夫・５年間長期所得 -0.009 -0.002 0.000
変動所得 -0.001 -1.6E-04 0.182
通勤時間 -0.001 -1.4E-04 0.694
労働時間 1.6E-04 2.9E-05 0.865
自営業 0.264 0.052 0.433
子供の数 -0.492 -0.092 0.006
末子乳児 -3.583 -0.344 0.000
　　幼児（１歳～３歳） -2.772 -0.456 0.000
　　幼児（４歳～就学前） -1.162 -0.182 0.030
　　小学校低学年 -0.147 -0.027 0.750
妻の年齢 0.352 0.066 0.000
親と同居 1.919 0.382 0.000
住宅ローン有 1.111 0.225 0.000
大都市居住 -1.742 -0.250 0.000




被説明変数：就業＝１,無業＝０ 係数 限界効果 P値
説明変数
３年間長期所得 -0.002 -2.4E-06 0.338
子供の数 -0.505 -6.5E-05 0.226
末子乳児 -3.751 -0.004 0.000
　　　幼児（１歳～３歳） -2.334 -0.001 0.000
　　　幼児（４歳～就学前） -0.976 -1.7E-04 0.000
　　　小学校低学年 -0.057 -7.5E-07 0.083






















   図表６  先行研究の分析結果の比較 
 
t income) 変動所得(transitory income)
Coef. -1.33E-04 1.79E-05





恒常所得(permanent income) 変動所得(transitory income)
Coef. -0.420 -0.0138





恒常所得(permanent income) 変動所得(transitory income)
Coef. -0.283 -0.101






Static random effects probit










Variable: education, experience, (experience)
2 dummy for child under age 6, number
of child, year dummies
Hyslop(1999)
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